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≪調査結果の要約≫

〇　2023年度に設備投資実績があった企業の割合は前年同期比10.6ポイント（以下、ｐ）

減の50.3％となり、投資マインドは弱さが見られる結果となった。

〇　23年度の設備投資実績があった企業における実績額の増減（前年同期比）については

「増加」が43.0％、「同程度」が35.4％、「減少」が21.5％となった。製造業は、「減少」が「同

程度」と並んで最も高い割合となるなど弱い動きとなったものの、非製造業では建設業

にやや弱さが見られるなかで卸・小売業と運輸・サービス業では「増加」が半数以上を

占めるなど全体として積極的な姿勢が窺われ、業種により明暗が分かれる結果となった。

〇　24年度上期の設備投資計画については、「計画決定」とした企業が31.1％、「計画検討」

が22.5％、「実施しない」が23.8％、「未定」が22.5％となった。「計画決定」と「計画検討」

を合わせた割合は53.6％となり、前年同期調査（48.8％）を上回る結果となった。

〇　24年度上期の設備投資計画を「計画決定」もしくは「計画検討」とした企業における

計画額の増減（前年同期比）については「増加」が38.8％、「同程度」が32.5％、「減少」

が21.3％などとなり、前年並みもしくはそれ以上の投資を計画する企業が７割以上と

なった。

当社では「岩手県内企業設備投資計画調査」を実施し、県内企業における設備投資の実績や

今後の計画等について調査を行った。

調査要領は以下のとおりである。

調査要領
１．調査内容

2023年度の設備投資実績および24年度上期の計画等
（原則として、設備投資額は調査対象期間中の工事進行額でとらえた「工事ベース」を基準とする。
また、ソフトウェア投資額を含む）

２．調査時期・方法
24年４月・Ｗｅｂ、郵送

３．調査対象企業
県内企業339社

４．回収状況　
（１）回収率　46.3％（157社）
（２）回答企業数　製造業� 51社

非製造業� 106社�（建設業27、卸・小売業53、運輸・サービス業26）

岩手県内企業設備投資計画調査
～２０２４年４月調査～
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１．2023年度の実績

（１）設備投資実績の有無
2023年度に設備投資実績が

あった企業の割合は前年同期比

10.6ポイント（以下、ｐ）減の

50.3％となり、投資マインドは

弱さが見られる結果となった（図
表１）。
産業別に見ると、製造業は「実

績あり」が58.8％と堅調であっ

た一方、非製造業は運輸・サー

ビス業が６割超と明るさが見ら

れる中で、建設業と卸・小売業

では相対的に弱い動きとなった。

（２）設備投資実績額の増減
次に、23年度の設備投資実績

があった企業における実績額の

増減（前年同期比）については

「増加」が43.0％、「同程度」が

35.4％、「減少」が21.5％となっ

た（図表２）。
産業別に見ると、製造業は「増

加」が３割を下回った一方、非

製造業では５割超となった。製

造業は、「減少」が「同程度」

と並んで最も高い割合となるな

ど弱い動きとなったものの、非

製造業では建設業にやや弱さが

見られるなかで卸・小売業と運

輸・サービス業では「増加」が

半数以上を占めるなど全体とし

て積極的な姿勢が窺われ、業種

により明暗が分かれる結果と

なった。

図表１　設備投資実績の有無
0% 50% 100%

2021年度

22年度

運輸・
サービス業

全産業

製造業

非製造業

建設業

卸・小売業

■ 実績あり　　■ 実績なし

23
年
度

50.3 49.7

53.8 46.2

60.9 39.1

58.8 41.2

46.2 53.8

39.6 60.460.4

44.4 55.6

61.5 38.5

注　2021、22年度は全産業

図表２　設備投資実績額の増減（2023年度）
0% 50% 100%

全産業

製造業

非製造業

建設業

卸・小売業

運輸・サービス業

■ 増加　　■ 同程度　　■ 減少

43.0 35.4 21.5

26.7 36.7 36.7

53.1 34.7 12.2

66.7 23.823.8 9.59.5

25.0 50.0 25.0

56.3 37.5 6.3

注　四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある

図表３　設備投資の内容（23年度、複数回答）
（％、ポイント）

内　　容
2024年４月 前年同期

調査比
【参考】
23年４月製造業 非製造業

機 械・装 置 68.4 93.3 53.1 0.5 67.9
建物・構築物 50.6 50.0 51.0 14.8 35.8
車 両 運 搬 具 45.6 26.7 57.1 9.8 35.8
無形固定資産 13.9 13.3 14.3 0.7 13.2
そ の 他 8.9 3.3 12.2 1.4 7.5
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（３）設備投資の内容
設備投資の内容については「機

械・装置」が68.4％で最も多く、

次いで「建物・構築物」が50.6�

％、「車両運搬具」が45.6％な

どとなった（前ページ図表３）。
前年同期調査（23年４月）と

の比較では、「建物・構築物」

が二桁台の増加となり５割超と

なったほか、「車両運搬具」も

非製造業で最も回答を集めるな

ど比較的高い伸びを示した。

（４）設備投資の目的
設備投資の目的については、「設備更新」が86.1％で最も多く、次いで「省力化・合理化」が

32.9％、「生産増大」が21.5％などとなった（図表４）。

２．2024年度上期の設備投資計画

（１）設備投資計画の有無
2024年度上期の設備投資計画

については、「計画決定」とし

た企業が31.1％、「計画検討」が

22.5％、「実施しない」が23.8％、

「未定」が22.5％となった（図表
５）。「計画決定」と「計画検討」
を合わせた割合は53.6％となり、

前年同期調査（48.8％）を上回

る結果となった。

産業別に見ると、製造業は「計

画決定」と「計画検討」が６割

超を占め、非製造業は「計画決

定」と「計画検討」が運輸・サー

ビス業で６割となったものの建

設業と卸・小売業で半数を下回

るなど、業種によってバラツキが見られた。

図表４　設備投資の目的（23年度、複数回答）
（％）

目　　的 全産業
製造業 非製造業

設 備 更 新 86.1 93.3 81.6

省 力 化 ・ 合 理 化 32.9 33.3 32.7

生 産 増 大 21.5 30.0 16.3

デ ジ タ ル 化 16.5 3.3 24.5

販 売 促 進 15.2 3.3 22.4

省 エ ネ ル ギ ー 13.9 16.7 12.2

新 分 野 へ の 進 出 5.1 6.7 4.1

新 製 品 ・ 商 品 開 発 3.8 6.7 2.0

脱 炭 素 2.5 0.0 4.1

そ の 他 8.9 13.3 6.1

図表５　設備投資計画の有無
0% 50% 100%

2023年度上期
（48.8）

全産業
（53.6）

製造業
（63.3）

非製造業
（49.0）

建設業
（44.4）

卸・小売業
（46.0）

運輸・
サービス業
（60.0）

■ 計画決定　　■ 計画検討　　■ 実施しない　　■ 未定

24
年
度
上
期

27.6 21.2 28.828.8 22.4

31.1 22.5 23.823.8 22.5

42.9 20.4 22.422.4 14.3

25.9 25.925.918.518.5 29.629.6

23.525.5 24.524.5 26.5

32.028.0 24.024.0 16.0

22.024.0 24.024.0 30.0

注　１．2023年度上期は全産業
２．（　）内は計画がある企業の割合
３．四捨五入の関係で100％にならない場合がある
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（２）設備投資計画額の増減
24年度上期の設備投資計画を

「計画決定」もしくは「計画検討」

とした企業における計画額の増減

（前年同期比）については「増加」

が38.8％、「同程度」が32.5％、「減少」

が21.3％などとなり、前年並みもし

くはそれ以上の投資を計画する企

業が７割以上となった（図表６）。
（３）設備投資の内容
設備投資計画の内容について

は「機械・装置」が61.7％で最も

多く、次いで「建物・構築物」が

37.0％、「車両運搬具」が34.6％な

どとなった（図表７）。
前年同期調査との比較では、「機

械・装置」が1.0ｐの低下となった

一方、「建物・構築物」は0.9ｐ上

昇したほか、「車両運搬具」も二

桁台の増加となり３割を上回った。

（４）設備投資の目的
設備投資の目的については、「設

備更新」が70.4％で最も多く、次

いで「省力化・合理化」が29.6％、

「生産増大」が21.0％と続いた（図
表８）。
設備投資については、政府では

企業の事業規模拡大や人手不足の

解消に向けた省力化などを後押し

する観点から「中堅・中小成長投

資補助金」などの補助金による支

援を行っており、そういった施策

による効果が注目される。

（コンサルタント　菊池　祐美）

図表８　設備投資計画の目的（24年度上期、複数回答）
（％）

目　　的 全産業
製造業 非製造業

設 備 更 新 70.4 74.2 68.0

省 力 化 ・ 合 理 化 29.6 32.3 28.0

生 産 増 大 21.0 32.3 14.0

デ ジ タ ル 化 13.6 9.7 16.0

販 売 促 進 11.1 3.2 16.0

省 エ ネ ル ギ ー 7.4 12.9 4.0

新 製 品 ・ 商 品 開 発 3.7 6.5 2.0

脱 炭 素 2.5 3.2 2.0

新 分 野 へ の 進 出 2.5 0.0 4.0

そ の 他 12.3 12.9 12.0

図表６　設備投資計画額の増減（24年度上期）
0% 50% 100%

全産業

製造業

非製造業

建設業

卸・小売業

運輸・サービス業

■ 増加　　■ 同程度　　■ 減少　　■ 未定

38.8 32.5 7.521.321.3

38.7 29.0 6.525.825.8

38.8 8.234.7 18.418.4

50.0 13.613.627.327.3 9.19.1

25.041.7 33.3

53.320.0 13.313.313.3

0.0

注　四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある

図表７　設備投資計画の内容（24年度上期、複数回答）
（％、ポイント）

内　　容
2024年４月 前年同期

調査比
【参考】
23年４月製造業 非製造業

機 械・装 置 61.7 87.1 46.0 ▲�1.0 62.7

建 物・構築物 37.0 25.8 44.0 0.9 36.1

車 両 運 搬 具 34.6 19.4 44.0 10.5 24.1

無形固定資産 7.4 6.5 8.0 ▲�3.4 10.8

そ の 他 8.6 3.2 12.0 1.4 7.2

未 定 1.2 0.0 2.0 0.0 1.2
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2 0 2４年夏季
岩手県内ボーナス調査

当社では県内の消費動向を把握する観点から、給与所得者を対象に2024年の夏季ボーナスの
支給見通しや使い道などについてのアンケート調査を実施した。

調査要領

〇�調 査 内 容

　�・夏季ボーナスの受取予想

　�・夏季ボーナスの使途

　�・買い物の内容および購入場所

　�・貯蓄・投資の目的および方法

〇�調 査 時 期：2024年５月

〇�調査対象者：県内の給与所得者

〇�調 査 方 法：インターネットリサーチ

〇�有効回答者数：613人

〇�回答者属性：右表のとおり

１．受取予想

●二極化の傾向
2024年夏季ボーナスの受取予想は「前年並み」の支給があるとする回答が58.2％（前年調査

比3.5ポイント（以下、ｐ）減）で最も多く、
次いで「増加」が26.5％（同0.4ｐ増）、「減少」
が12.5％（同1.5ｐ増）、「支給なし（※前年は
支給あり）」が2.8％（同1.7ｐ増）となった（図
表１）。「増加」は比較可能な16年以降の夏季
調査で最多となったものの、「減少」と「支
給なし」も前年を上回った。
性別で比較してみると、男性は「増加」と

「前年並み」が減少した一方、「減少」と「支
給なし」が増加した。また、女性は「前年並
み」が減少して「増加」が前年を上回ったが、
「減少」と「支給なし」も増加した（次ペー
ジ図表２）。
職業別に見ると、民間（会社員）は「前年

並み」と「減少」が前年に比べて低下し、「増
加」と「支給なし」が上昇した（同）。

回答
者数 構成比 平均

年齢

人 ％ 歳

全　　　　　体 613 100.0 43.1

性 別
男 性 383 62.5 44.8

女 性 230 37.5 40.2

職 業別
民間（会社員） 502 81.9 43.1

公 務 員 111 18.1 43.2

独 身・
既婚別

独 身 298 48.6 40.6

既 婚 315 51.4 45.4

年 齢
階級別

30 歳 未 満 88 14.4 −

30 歳 台 142 23.2 −

40 歳 台 202 33.0 −

50 歳 台 151 24.6 −

60 歳 以 上 30 4.9 −

注　四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある

図表１　夏季ボーナスの増減予想
（全体、2019～24年）

0 50 100%

2024

22

23

21

20

19年

■ 増加　　■ 前年並み　　■ 減少　　■ 支給なし

26.526.5 58.2 12.5

15.715.7 22.7 3.058.6

2.8

26.126.1 61.7 11.0 1.1

13.513.5 66.7 18.6 1.3

21.121.1 68.1 8.9 1.9

14.814.8 7.47.459.7 18.1

注　１．２年連続で支給がない回答者を除く構成比
２．「増加」は新卒者など前年の支給がなかった場合を含む
３．四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある
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公務員は「増加」と「前年並み」が減少し、前年はなかった「減少」と「支給なし」がそれ
ぞれ6.5％、2.8％となった。「増加」は減少したものの３割以上を占め、これは前年度の人事院
勧告で国家公務員の基本給が増加したほかボーナス支給率（月数）も引き上げられ、また、本
県の人事委員会勧告においても同様の内容であったことが要因と考えられる。
年齢階級別では、30歳未満は「増加」と「前年並み」が減少した一方、前年は回答がなかっ

た「減少」が２割台となったほか、「支給なし」も増加した（図表２）。また、30歳台は「増加」
が前年から7.7ｐの増加と上昇幅が最も大きかったものの、「減少」と「支給なし」の割合も増
加した。50歳台は「前年並み」が10ｐ以上増加して「減少」が大幅に前年を下回った。
今回のボーナス支給予想は、賃上げの動きが活発化していることなどから「増加」の回答が

前年を上回った一方、企業においては原材料費や光熱費、人件費の上昇など収益環境が厳しい
状況が継続していることなどを背景に「減少」と「支給なし」の割合もそれぞれ前年から上昇
しており、二極化した状況となっている。

２．使　途

●使い道を慎重に判断する傾向
次に、ボーナス支給があるとした回答者に対して、その使途について尋ねた（複数回答）と

ころ、全体では「消費」と答えた人の割合が74.6％（前年調査比10.1ｐ減）で最も多く、次いで「貯
蓄・投資」が52.3％（同9.8ｐ減）、「返済」が31.4％（同2.7ｐ増）となった（次ページ図表３）。「消

図表２　夏季ボーナスの増減予想（2023、24年）

0 50 100%

2024

23

24

23

24

23

24

23年

■ 性別・職業別 ■ 年齢階級別

男性

女性

民間
（会社員）

公務員

0 50 100%

2024

23

24

23

24

23

24

23年

30歳
未満

30歳台

40歳台

50歳台

■ 増加　　■ 前年並み　　■ 減少　　■ 支給なし ■ 増加　　■ 前年並み　　■ 減少　　■ 支給なし

32.432.4 6.558.3 2.8

37.137.1 62.9

25.225.2 11.311.361.7 1.71.7

26.826.8 61.7 10.710.7 0.70.7

1.81.8

29.929.9 52.9 12.612.6 4.64.6

24.724.7 61.0 12.512.5

26.226.2 11.511.560.7

41.041.0 57.4 1.61.6

4.14.138.438.4 37.0 20.5

4.14.1

1.61.6

33.933.9 47.1 14.914.9

25.225.2 63.5 9.69.6

20.020.0 70.6 8.28.2 1.21.2

18.918.9 73.0 6.86.8 1.41.4

1.71.7

24.924.9 58.1 14.214.2 2.82.8

22.822.8 61.4 14.414.4 1.51.5

23.223.251.825.025.0

注　１．２年連続で支給がない回答者を除く構成比　　　　　　　２．「増加」は新卒者など前年の支給がなかった場合を含む
３．年齢階級別の60歳以上は回答者が少ないため省略する　　４．四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある
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費」と「貯蓄・投資」が前年からそれぞれ約10ｐ低下しており、これは性別、独身・既婚別に
見ても、概ね同様の状況となっている。後述の「消費」の内容も踏まえると、物価上昇の影響
などから使い道をより吟味する傾向が出ているものとみられる。
「消費」の中身を見ると、「生活費の補填」が40.8％と最も高く、次いで「買い物」が32.0％、「旅
行・レジャー」が23.2％となった。性別で見ると、男性は「生活費の補填」と「旅行・レジャー」
が増加したほか「趣味・娯楽」にも回答が集まったが、「買い物」は前年から10ｐ以上減少した。
また、女性は上位項目の順位は全体と同様となっているもののいずれの項目も前年を下回った。
また、独身・既婚別に見ると、独身、既婚とも「生活費の補填」が増加した一方、「買い物」
や「交際費」が減少した。
「生活費の補填」の割合が高まってい
るほか、「趣味・娯楽」や「外食」が
二桁台となる一方で前年調査でも上位
となった「買い物」と「旅行・レジャー」
が落ち込みの動きとなるなど、物価上
昇が続くなかで使い道を慎重に判断し
ていることが窺える。

３．買い物の動向

（１）内　容
●「飲食料品」など生活必需品が伸長
買い物の内容については、「衣服・

身の回り品」が63.5％（前年調査比1.0
ｐ増）と最多となった（図表４）。また、
「飲食料品」が20ｐ以上上昇したほか、

図表４　買い物の内容および購入場所（複数回答）
単位：％、ｐ

全体 性別 独身・既婚別
前年比 男性 女性 独身 既婚

内
　
　
　
　
容

衣服 ・ 身の回り品 63.5 1.0 57.3 73.3 66.7 60.5
飲 食 料 品 37.2 22.0 37.5 36.7 33.3 40.7
趣 味 ・ 娯 楽 用 品 25.6 − 26.0 25.0 30.7 21.0
家庭用品・日用消耗品 24.4 7.4 22.9 26.7 26.7 22.2
生 活 家 電 16.0 △� 6.3 15.6 16.7 8.0 23.5
家 具 ・ インテリア 14.1 3.4 13.5 15.0 9.3 18.5
医 薬 品 ・ 化 粧 品 12.8 7.4 8.3 20.0 12.0 13.6
情 報 通 信 家 電 10.9 2.9 13.5 6.7 13.3 8.6
自 動 車 9.6 1.6 11.5 6.7 6.7 12.3
Ａ Ｖ 家 電 9.0 0.1 11.5 5.0 8.0 9.9
そ の 他 1.9 △� 4.4 1.0 3.3 2.7 1.2

購
入
場
所

大型ショッピングセンター 60.3 20.1 57.3 65.0 50.7 69.1
大型専門店・量販店 46.8 13.8 50.0 41.7 33.3 59.3
インターネット・通信販売 46.8 3.9 46.9 46.7 52.0 42.0
一般小売店・専門店 30.8 2.2 34.4 25.0 36.0 25.9
百 貨 店 9.0 △� 7.1 8.3 10.0 10.7 7.4

注　１．「買い物」を選択した回答者に占める構成比
２．�「大型専門店・量販店」は家電大型専門店、ホームセンター、ドラッグ
ストアなど、「一般小売店・専門店」は単独店舗の路面店などを指す

３．�「趣味・娯楽用品」は2023年冬季調査から追加したため前年（23
年夏季）実績はない

図表３　夏季ボーナスの使途（複数回答）
単位：％、ｐ

全体 ※参考 性別 独身・既婚別

2023年
冬季

男性 女性 独身 既婚
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

消 費 74.6 △�10.1 （72.0） 76.1 △� 7.0 71.7 △�15.0 74.5 △� 9.9 74.6 △�10.2
生 活 費 の 補 填 40.8 3.3 （40.7） 43.8 4.6 34.9 △� 0.5 39.1 6.9 42.2 1.8
買 い 物 32.0 △�10.9 （30.5） 29.8 △�14.1 36.1 △� 5.5 34.1 △� 5.9 30.2 △�14.2
旅 行 ・ レ ジ ャ ー 23.2 △� 0.6 （20.3） 22.4 0.8 24.7 △� 1.8 17.7 △� 9.0 27.6 5.4
趣 味 ・ 娯 楽 17.8 − （13.5） 19.3 − 15.1 − 22.7 − 13.8 −
外 食 10.0 − （10.8） 9.3 − 11.4 − 11.8 − 8.6 −
教 育 費 8.6 △� 5.2 （10.2） 8.1 △� 3.4 9.6 △� 7.2 4.1 0.8 12.3 △� 7.0
交 際 費 5.1 △� 4.5 （7.7） 4.7 △� 6.8 6.0 △� 1.1 7.3 △� 6.0 3.4 △� 4.2
美 容 サ ー ビ ス 3.7 − − 1.2 − 8.4 − 5.0 − 2.6 −
教養・スキルアップ等 2.7 − − 2.5 − 3.0 − 3.2 − 2.2 −
そ の 他 8.0 1.5 （3.9） 9.9 3.8 4.2 △� 2.9 10.0 3.3 6.3 △� 0.1

返 済 31.4 2.7 （38.4） 32.6 △� 1.9 28.9 7.7 26.8 4.6 35.1 2.9
貯 蓄 ・ 投 資 52.3 △� 9.8 （49.4） 49.4 △�10.1 57.8 △� 7.7 54.1 △�11.5 50.7 △� 9.5
注　１．「支給がある」を選択した回答者に占める構成比
２．設問内容を変更したため前年（2023年夏季）比および前回（23年冬季）実績がない項目がある
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「家庭用品・日用消耗品」も比較的高い伸びとなり、物価上昇が続くなか生活必需品をまとめ
買いするなど節約を図る動きが出ているものとみられる。さらに、「衣服・身の回り品」や「医
薬品・化粧品」も前年を上回り、外出機会の増加などから購買意欲が高まったものと考えられる。
（２）購入場所
●店舗での購入が大幅に上昇
買い物をする予定の場所（店舗形態）については、「大型ショッピングセンター」が60.3％（同
20.1ｐ増）で最多となり、次いで「大型専門店・量販店」（同13.8ｐ増）と「インターネット・
通信販売」（同3.9ｐ増）がそれぞれ46.8％などとなった（前ページ図表４）。新型コロナウイル
スの感染拡大以後は外出を控える動きから「インターネット・通信販売」の利用が定着してい
たが、今回調査では「大型ショッピングセンター」や「大型専門店・量販店」など店舗での購
入が大きく伸びたことが特徴的である。

４．貯蓄・投資の動向

（１）目　的
●「老後への備え」と「当面の家計の補充」が伸長
使途において「貯蓄・投資」を選択した回答者にその目的を聞いたところ、回答が多い順に「老
後の生活資金」が58.8％（前年調査比16.2ｐ増）、次いで「当面の家計の補充」が24.3％（同4.5
ｐ増）、「子供等の教育資金」が22.4％（同17.1ｐ減）などとなった（図表５）。「老後の生活資金」
が約６割を占めたほか、物価上昇を背景とした支出の増加に備える動きから「当面の家計の補
充」にも回答が集まった。
（２）方　法
●新ＮＩＳＡの利用が堅調
「貯蓄・投資」の方法は「普通預金（通
常貯金）」が75.3％（同2.5ｐ増）となり、
次いで「投資信託（ＮＩＳＡ利用）」が
27.1％などとなった（図表５）。
例年と同様に流動性の高い「普通預

金（通常貯金）」に回答が集まり、管理
面の簡便性のほか物価上昇の影響によ
る生活費などの日常的な支出の増加に
備える動きも要因と考えられる。また、
１月に新制度がスタートしたＮＩＳＡ
（少額投資非課税制度）は投資信託およ
び株式での運用がそれぞれＮＩＳＡ以
外を大幅に上回り、「老後」などの将
来に向けた資産形成を図るものとして
関心が高まっていることが窺われる。

（マネジャー　阿部　瑛子）

図表５　貯蓄・投資の目的および方法（複数回答）
単位：％、ｐ

全体 性別 独身・既婚別
前年比 男性 女性 独身 既婚

目
　
　
的

老 後 の 生 活 資 金 58.8 16.2 64.2 50.0 54.6 62.5
当 面 の 家 計 の 補 充 24.3 4.5 25.8 21.9 22.7 25.7
子ども等の教育資金 22.4 △�17.1 18.2 29.2 8.4 34.6
病気や災害への備え 22.0 8.4 20.1 25.0 24.4 19.9
旅行・レジャー等資金 18.0 △� 0.5 18.2 17.7 13.4 22.1
特 に 目 的 は な い 16.5 △� 2.6 14.5 19.8 22.7 11.0
住宅新築・改築資金 7.1 0.9 6.9 7.3 2.5 11.0
高 額 商 品 購 入 資 金 4.7 △� 3.9 5.0 4.2 5.9 3.7
結 婚 資 金 3.5 △� 0.8 2.5 5.2 5.9 1.5
宅 地 購 入 資 金 3.1 2.5 2.5 4.2 2.5 3.7
そ の 他 1.6 △� 1.5 1.9 1.0 0.8 2.2

方
　
　
法

普通預金（通常貯金） 75.3 2.5 74.2 77.1 74.8 75.7
投資信託（ＮＩＳＡ利用） 27.1 − 28.3 25.0 28.6 25.7
定 期 性 預 貯 金 20.8 1.7 21.4 19.8 18.5 22.8
株式（ＮＩＳＡ利用） 18.8 − 21.4 14.6 14.3 22.8
生 命 保 険 13.3 8.4 12.6 14.6 10.9 15.4
株式（ＮＩＳＡ以外） 9.0 − 11.9 4.2 5.9 11.8
投資信託（ＮＩＳＡ以外） 6.7 − 9.4 2.1 8.4 5.1
債 券 3.1 − 3.8 2.1 2.5 3.7
そ の 他 5.5 △� 1.3 5.7 5.2 5.0 5.9

注　１．「貯蓄・投資」を選択した回答者に占める構成比
２．�「方法」は設問内容を変更したため前年（2023年夏季）比がない
項目がある
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当社では、岩手県内新入社員を対象として、就職活動のほか職業観や生活観に関するアンケー

ト調査を行った。調査要領は以下のとおりである。

≪調査結果の要約≫

１．就職活動について
●　就職活動を振り返った感想

「大変厳しかった」と「厳しかった」の回答の合計は24.3％となり、コロナ禍以降の調

査で最も低かった。

●　就職先として岩手県内企業を選んだ理由

「地元への愛着がある」（47.1％）、「家族・友人が近くにいる」（29.1％）、「希望の会社

があった」（26.2％）が上位となった。

２．職業観について
●　就職先を選択する際に重視したこと

「仕事の内容に興味がある」（38.0％）、「堅実で安定性がある」（29.2％）、「労働条件（勤

務時間、休日、休暇等）が良い」（22.2％）が上位となった。

●　社会人生活に期待すること

「社会へ貢献したい」（37.4％）は、前年の調査では３位であったが、今回の調査では

最も多かった。

●　就職先にいつまで勤めたいか

「定年まで勤めようと思っている」は38.0％となり、前年と比べて5.3ポイント増加した。

３．生活観について
●　初任給の使い道

最近３年間の調査結果をみると、「貯蓄」、「趣味」の割合が低下傾向にある一方で、「生

活費」、「借入返済（奨学金やクレジット含む）」の割合は上昇している。

調査要領

〇調査時期　2024年３月～４月
〇回答者数　173名

（男性98名、女性75名）
（高校卒56名、専門学校卒26名、短大卒12名、大卒・大学院卒79名）

2 0 2 4年新入社員意識調査
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１．就職活動について
（１）就職活動を振り返った感想
●「大変厳しかった」と「厳しかった」の合計は、コロナ禍以降最も低くなった
就職活動を振り返った感想について、「大変厳しかった」（6.4％）と「厳しかった」（17.9％）

の合計は24.3％（前年比7.4ポイント（以下、ｐ）減）となり、コロナ禍以降（2021年３～４月

調査以降）の調査では、最も低い数値となった（図表１）。

図表１　就職活動を振り返った感想
0 50 100%

■ 大変厳しかった　■ 厳しかった　■ それほど厳しくなかった　■ 楽だった　■ その他

2024年3～4月調査

2023年3～4月調査

2022年3～4月調査

2021年3～4月調査

2020年3～4月調査

5.7 26.0 61.261.2 5.7 1.3

8.4 27.2 59.059.0 5.0 0.4

6.4 69.469.417.9 5.2 1.2

5.8 61.961.9 4.1 1.027.1

7.3 23.3 10.957.057.0 1.6

合計　35.6

合計　30.6

合計　32.9

合計　24.3

合計　31.7

（２）就職先として岩手県内企業を選んだ理由
●「地元への愛着がある（地元貢献を含む）」が最多
就職先として県内企業を選んだ理由は、「地元への愛着がある（地元貢献を含む）」が47.1％（同

3.4ｐ減）、「家族や友人が近くにいる」が29.1％（同7.1ｐ減）、「希望の会社があった」が26.2％（同

8.8ｐ増）の順となった（図表２）。

図表２　就職先として県内企業を選んだ理由（複数回答）
0 30 60%

■ 2024年
■ 2023年
■ 2022年

地元への愛着がある（地元貢献を含む）

家族や友人が近くにいる

希望の会社があった

住居費等経済的負担が少ない

希望職種の募集があった

学生時代を過ごした土地

親が県内での就職を希望した

県外での就職を希望したが条件が合わなかった

親の面倒を見るため

その他

50.5
47.1

49.2

36.2
29.1

38.8

17.4
26.2

22.5

22.5
16.3

21.7

9.6
11.6

12.0

7.8
5.2

5.0

6.4
8.7

8.9

5.5
4.1

7.0

4.6
3.5

5.8

3.2
4.1

1.9
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２．職業観
（１）就職先を選択する際に重視したこと
●「仕事の内容に興味がある」「堅実で安定性がある」「労働条件が良い」が上位
就職先を選択する際に重視したことは、「仕事の内容に興味がある」（38.0％、同4.5ｐ増）が

最も多かった。

前年に比べて、「堅実で安定性がある」（29.2％、同7.4ｐ減）、「労働条件（勤務時間・休日・

休暇等）が良い」（22.2％、同2.8ｐ減）が減少した一方で、「将来性がある」（15.8％、同8.2ｐ増）、

「給料・ボーナス等待遇が良い」（13.5％、同8.1ｐ増）が増加した（図表３）。

図表３　就職先を選択する際に重視したこと（複数回答）
0 25 50%

■ 2024年
■ 2023年
■ 2022年

仕事の内容に興味がある

堅実で安定性がある

労働条件（勤務時間・休日・休暇等）が良い

スキルアップができる

将来性がある

給料・ボーナス等待遇が良い

仕事が自分の性格に合う

私生活と仕事の両立ができる

自分の特技が生かせる

経営者に魅力を感じた

通勤の便が良い

その他

33.5
38.0

42.1

36.6
29.2

32.8

25.0
22.2

30.9

19.6
17.0

14.3

7.6
15.8

12.7

5.4
13.5

12.4

7.1
8.8

13.1

8.0
7.6

5.8

7.1
7.6

6.6

8.9
5.8

3.5

3.1
1.2

1.5

10.3
4.7

8.5

（２）社会人生活に期待すること
●「社会へ貢献したい」が最多
社会人生活に期待することとして、前年は３番目に多い回答であった「社会へ貢献したい」

（37.4％、同2.7ｐ増）が、今回の調査では最も多かった（図表４）。

図表４　社会人生活に期待すること（複数回答）
0 25 50%

■ 2024年
■ 2023年
■ 2022年

社会へ貢献したい

円滑で豊かな人間関係を築きたい

生活基盤を固めたい

自分の能力を発見し発揮したい

様々な分野の人たちと知り合いになりたい

自己実現を果たしたい

自分の存在感を示したい

その他

34.7
37.4

29.6

41.1
32.2

35.0

39.7
28.7

33.9

22.4
27.5

19.1

22.8
19.3

19.5

20.1
13.5

17.1

6.8
5.8

5.8

0.5
1.8

0.4
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（３）働くことについての考え方
●「仕事も大事だが個人の生活も大事」が最多、「社会の役に立つ仕事をしたい」は増加
働くことについての考え方は、「仕事も大事だが個人の生活も大事にしたい」（52.6％、同

14.8ｐ減）が最も多かった。

また、「社会の役に立つ仕事をしたい」（22.8％）が、前年に比べて20.6ｐの増加となった（図
表５）。

図表５　働くことについての考え方（複数回答）
0 50 70%

■ 2024年
■ 2023年

仕事も大事だが個人の生活も大事にしたい

自分の能力を生かせる仕事をしたい

自己のスキルアップができる仕事をしたい

給料など待遇が良い仕事をしたい

社会の役に立つ仕事をしたい

残業がない方が良い

人並みに働ければ良い

会社で命じられたことはなんでもやる

できれば楽な仕事が良い

副業や兼業をやってみたい

その他

67.4
52.6

48.5
38.6

41.0
35.7

43.6
32.2

2.2
22.8

24.7
15.8

24.7
14.0

8.4
7.6

12.3
5.8

0.9
4.7

0.0
1.2

（４）社会人生活で不安に感じること
●「仕事がうまくこなせるか」「職場の人間関係」「私生活とのバランスがとれるか」が上位
社会人生活で不安に感じることについては、「仕事がうまくこなせるか」（69.4％、同22.5ｐ減）

が最も多かった。「不安なことはない」（2.9％）を除いた97.1％の新入社員は、社会人生活を送

ることに対して何らかの不安を感じている（図表６）。

図表６　社会人生活で不安に感じること（複数回答）
0 50 100%

■ 2024年
■ 2023年
■ 2022年

仕事がうまくこなせるか

職場の人間関係

私生活とのバランスがとれるか

新生活の環境変化への対応

十分な収入が得られるか

やりたい仕事ができるか

リストラや解雇

不安なことはない

91.9
69.4

78.4

51.6
40.6

44.0

22.2
26.5

18.9

18.1
17.6

15.4

14.0
7.6

12.0

6.8
5.9

5.8

5.0
1.2

4.2

2.7
2.9

2.3
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（５）就職先にいつまで勤めたいか
●「定年まで勤めようと思っている」は38.0％
就職先にいつまで勤めたいかについては、「定年まで勤めようと思っている」が38.0％となり、

前年と比べて5.3ｐ増加した（図表７）。

図表７　就職先にいつまで勤めたいか
0 50 100%

■ 定年まで勤めようと思っている　■ きっかけ、チャンスがあれば転職したい　■ きっかけ、チャンスがあれば独立したい　■ 定年まで勤めることにはこだわらない

2024年

2023年

2024年

2023年

2024年

2023年

全

　体

男

　性

女

　性

32.7 26.0 7.67.6 33.6

45.8 11.5 6.36.3 36.5

38.0 8.28.214.0 39.8

37.3 10.210.2 36.416.1

28.0 10.710.7 44.017.3

27.6 37.1 30.54.84.8

（６）将来目指したい役職
●「出世にこだわらない」が52.0％
「出世にこだわらない」が全体で52.0％と最も多かったが、前年に比べると12.0ｐ低下した。「管

理職（役員・部長・係長など）を目指す」は、全体では36.8％となり、前年に比べて8.0ｐ増加

した（図表８）。

図表８　将来目指したい役職
0 50 100%

■ 管理職（役員、部長、係長など）を目指す　■ 出世にこだわらない　■ 管理職になりたくない　■ その他

2024年

2023年

2024年

2023年

2024年

2023年

全

　体

男

　性

女

　性

28.8 64.0 5.95.9 1.4

52.1 40.6 7.37.3

36.8 9.99.952.0 1.2

41.9 6.86.851.3

17.3 13.313.3 2.766.7

14.3 78.1 2.94.84.8
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３．生活観
（１）理想とする生き方
●「仕事と趣味を両立させたい」「幸福な家庭生活を送りたい」が上位
理想とする生き方については、「仕事と趣味を両立させたい」が71.9％（同1.8ｐ増）と最も

多く、次いで「幸福な家庭生活を送りたい」が48.5％（同0.7ｐ増）となった（図表９）。

図表９　理想とする生き方（複数回答）
0 40 80%

■ 2024年
■ 2023年

仕事と趣味を両立させたい

幸福な家庭生活を送りたい

経済的に豊かになりたい

自分の能力をためす生き方をしたい

社会のために尽くしたい

会社の発展に尽くしたい

地位や名声を求めたい

その他

70.1
71.9

47.8
48.5

20.5
19.3

13.8
14.0

9.4
7.6

4.0
7.0

1.8
0.6

1.3
2.3

（２）初任給の使い道
●「生活費」「貯蓄」「家族へのプレゼント」が上位
初任給の使い道は、「生活費」が59.6％（同10.1ｐ増）と最も多く、次いで「貯蓄」（45.6％、同

1.7ｐ減）、「家族へのプレゼント」（40.4％、2.6ｐ増）、「趣味」（28.1％、同5.7ｐ減）の順となった。

最近３年間の調査結果をみると、「貯蓄」、「趣味」の割合が低下傾向にある一方で、「生活費」、

「借入返済（奨学金やクレジット含む）」の割合は上昇している（図表10）。

図表10　初任給の使い道（複数回答）
0 40 60%

■ 2024年
■ 2023年
■ 2022年

20

生活費

貯蓄

家族へのプレゼント

趣味

借入返済（奨学金やクレジット含む）

わからない（決めていないを含む）

交際費

仕事用の服、靴、カバン

その他

47.3
55.4

45.6

37.8
40.0

40.4

33.8
30.4

28.1

16.7
12.3

17.5

14.4
12.7

10.5

9.5
10.8

9.9

5.9
9.6

6.4

0.5
0.8

0.0

49.5
44.6

59.6

（シニアマネジャー　佐々木　邦光）
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当社では県内の消費動向を把握する観点から、県内在住の個人を対象に暮らし向きや収入・

消費支出の増減などについてのアンケート調査を実施した。

調査要領

〇調 査 内 容
・�１年前と比べた暮らし向きの現状と先行き
・�１年前と比べた収入および支出の増減と
費目別の支出の増減

・�新ＮＩＳＡの利用状況
〇調 査 時 期：2024年５月
〇調査対象者：県内在住の20歳以上の個人

（学生を除く）
〇調 査 方 法：インターネットリサーチ
〇有効回答者数：761人
〇回答者属性：右表のとおり

ＤＩ（Diff�usion�Index）：�本調査では「プラス（良い、増加等）」の回答割合から ｢マイナス（悪い、減少等）｣ の
回答割合を差し引いた値とする

岩手県内消費者マインドアンケート調査
～２０２４年５月調査～

１．暮らし向き

（１）現在の暮らし向き
１年前と比べた現在（2024年５月時点）の暮らし向きを「良い（良くなった）」と回答した

割合は8.1％、「悪い（悪くなった）」が34.3％となり、現在の暮らし向きＤＩ（「良い」－「悪い」）

はマイナス26.2と厳しさが窺われる結果となった（図表１）。

回答者数 構成比 平均年齢
人 ％ 歳

全　　　　　体 761 100.0 46.1

性 別 男 性 367 48.2 46.9
女 性 394 51.8 45.4

年 齢
階級別

20 歳 台 103 13.5 25.7
30 歳 台 167 21.9 35.5
40 歳 台 181 23.8 45.4
50 歳 台 177 23.3 53.9
60歳以上 133 17.5 66.0

地域別

県 央 352 46.3 46.2
県 南 280 36.8 45.6
沿 岸 87 11.4 47.2
県 北 42 5.5 46.8

図表１　暮らし向きＤＩ
（「良い」−「悪い」・ポイント）

2024年
５月調査 先行き

現状比

全　　　　　体 △� 26.2 △� 17.5 8.7

年 齢
階級別

20 歳 台 1.9 2.0 0.1

30 歳 台 △� 24.5 △� 9.6 14.9

40 歳 台 △� 31.0 △� 22.6 8.4

50 歳 台 △� 31.1 △� 23.2 7.9

60歳以上 △� 36.8 △� 27.8 9.0

地域別

県 央 △� 23.3 △� 15.3 8.0

県 南 △� 28.2 △� 18.9 9.3

沿 岸 △� 31.0 △� 19.5 11.5

県 北 △� 26.2 △� 21.5 4.7

60.0

20.0

0.0

20.0

40.0

△60.0

40.0 △40.0

△20.0

0.0

20.0

40.0

2024年５月 先行き

％ ポイント

8.18.1

△26.2

34.3

8.3

25.8

△17.5

■「良い」と回答した割合
■「悪い」と回答した割合
　 ＤＩ（右目盛）

注　「悪い」の割合は下方向に表示している
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年齢階級別に見ると、

20歳台がプラスとなった

一方、30歳台以上の年齢

層はマイナスとなってい

るほか年代が上がるにつ

れてマイナス幅が拡大し

ている（図表２）。また、
地域別に見ると、県央が

マイナス23.3と全体（マイ

ナス26.2）を上回ったほか

県北は同水準となったが、

県南と沿岸は相対的にや

や厳しさが見られる。

（２）暮らし向きの先行き
３カ月後の暮らし向き

予想については「良い（良

くなる）」と回答した割合

は現状比0.2ポイント（以

下、ｐ）増の8.3％となった

一方、「悪い（悪くなる）」

が同8.5ｐ減の25.8％となり、先行きの暮らし向きＤＩ（「良い」－「悪い」）はマイナス17.5と現

状から8.7ｐ上昇する見通しである（前ページ図表１）。
年齢階級別に見ると、引き続き20歳台以外がマイナスとなるなど年代によって差が見られる

結果となったが、いずれの年代も現状を上回る見通しとなっている。また、地域別でも４地域

全てで現状を上回る予想となった。

２．収入および支出

（１）収　入
１年前と比べた世帯の収入の増減について「増加」と回答した割合が14.7％、「減少」と回答

した割合が29.8％となり、収入ＤＩ（「増加」－「減少」）はマイナス15.1となった（次ページ図
表３）。前年は賃上げの動きが活発化し今年も継続が見込まれるものの、今回の調査では多く
の家計が収入の伸びを実感できていないことを示す結果となり、今後の県内企業の賃上げ動向

が注目される。

図表２　年齢階級別、地域別の暮らし向きＤＩ（現状）

■　年齢階級別

60.0

20.0

40.0

0.0

20.0

40.0

△60.0

△40.0

△20.0

0.0

20.0

40.0

全体 20歳台 30歳台 40歳台 50歳台 60歳以上

％ ポイント

8.18.1

△26.2

34.3

22.322.3

1.9

20.4

11.411.4

△24.5

35.9

6.66.6

△31.0

37.6

△36.8

39.1

2.3

△31.1

33.9

2.8

■「良い」と回答した割合　■「悪い」と回答した割合　◆ＤＩ（右目盛）

■　地域別

60.0

20.0

40.0

0.0

20.0

40.0

△60.0

△40.0

△20.0

0.0

20.0

40.0

全体 県央 県南 沿岸 県北

％ ポイント

8.18.1

△26.2

34.3

9.19.1

△23.3

32.4

7.57.5

△28.2

35.7

6.96.9

△31.0

37.9

△26.2

33.3

7.1

■「良い」と回答した割合　■「悪い」と回答した割合　◆ＤＩ（右目盛）

注　「悪い」の割合は下方向に表示している
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年齢階級別に見ると、20歳台および30歳台がプラスとなったものの40歳台以上はマイナスと

なり、暮らし向きＤＩと同様に年代が高いほどマイナス幅が大きいものとなっている。賃上げ

の動きがある一方、その実施状況は年代によって差が出ていることが窺われる。

また、地域別では全ての地域でマイナスとなった。

（２）支　出
１年前と比べた世帯の支出の増減について「増加」と回答した割合が45.6％、「減少」と回答

した割合が12.1％となり、支出ＤＩ（「増加」－「減少」）はプラス33.5となった（図表３）。収入

図表３　収入・支出ＤＩ
（「増加」−「減少」・ポイント）

収入ＤＩ 支出ＤＩ

全　　　　　体 △�15.1 33.5

年 齢
階級別

20 歳 台 9.7 24.3

30 歳 台 0.6 46.7

40 歳 台 △�13.3 32.6

50 歳 台 △�24.3 29.3

60歳以上 △�44.4 30.8

地域別

県 央 △�15.9 31.9

県 南 △�12.8 33.3

沿 岸 △�14.9 43.7

県 北 △�23.8 28.5

40.0

20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

△40.0

△20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

収入 支出

％ ポイント

14.714.7

△15.1

29.8

33.5

12.1

45.6
■「増加」と回答した割合
■「減少」と回答した割合
◆ＤＩ（右目盛）

注　「減少」の割合は下方向に表示している

図表４　費目別の支出増減ＤＩ

△30.0

△10.0

△20.0
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△7.8

2.5
6.8

50.8
47.1 44.4

39.4

6.9
12.6 10.3

14.6

△1.3

注　「交通費」にはガソリン代を含む�
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ＤＩがマイナスの一方、支出ＤＩは大幅なプラスとなり、物価上昇による影響が表れているも

のとみられる。

また、費目別の支出の増減を見ると、消費が増えたもの（＝ＤＩがプラス）については「水道・

光熱費」（プラス50.8）、「飲食料品」（プラス47.1）、「交通費」（プラス44.4）、「家庭用品・日用

消耗品」（プラス39.4）の４項目が突出しており、生活必需品を中心に物価上昇の影響を受けて

いることが鮮明である（前ページ図表４）。一方、消費が減ったもの（＝ＤＩがマイナス）に
ついては「旅行・レジャー」（マイナス15.1）、「外食」（マイナス10.7）、「教養・趣味・娯楽」（マ

イナス7.8）、「交際費」（マイナス1.3）の４項目となり、旅行や外食などを控えて生活費に回さ

ざるを得ない状況となっていることが推察される。

３．トピックス～新ＮＩＳＡの利用状況～

2024年１月から新制度がスタートしたＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）について利用状況を

尋ねたところ、「制度を

利用している」が21.9％、

「制度内容を知っている

が、利用していない」が

26.4％、「名前等を聞いた

ことはあるが制度内容ま

では知らず、利用してい

ない」が39.8％、「存在を

知らない（今回の調査で

初めて聞いた）」が11.8％

となった（図表５）。制
度の存在を知っている割

合は９割近くに上り認知

は進んでいるものの、制

度の利用は２割程度にと

どまった。

年齢階級別に見ると、

「制度を利用している」

は30歳台が最も高く３割弱を占めた。また、「存在を知らない（今回の調査で初めて聞いた）」

は20歳台で約２割に上り、他の年代と比べて高い割合となった。一方、20歳台では制度利用者

も２割超となっており、資産形成に対する関心の有無が二極化しているものとみられる。

（マネジャー　阿部　瑛子）

図表５　新ＮＩＳＡの利用状況
0% 20% 40% 60% 80% 100%

■ 制度を利用している
■ 制度内容を知っているが、利用していない
■ 名前等を聞いたことはあるが制度内容までは知らず、利用していない
■ 存在を知らない（今回の調査で初めて聞いた）

全体

20歳台

30歳台

40歳台

50歳台

 60歳以上

21.9 26.4 39.839.8 11.8

21.4 25.2 33.033.0 20.4

18.2 43.143.125.425.4 13.313.3

22.228.7 38.338.3 10.8

33.116.5 41.441.4 9.0

27.123.7 40.740.7 8.5

注　四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある
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